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令和３年度きょうとこどもの城づくり事業（ひとり親

家庭のこどもの居場所づくり事業）実施に係る運営業務

に係る企画提案仕様書

本仕様書は、京都府が実施する「令和３年度きょうとこどもの城づくり事業（ひとり親家庭

のこどもの居場所づくり事業）実施に係る運営業務」の業務に関し、委託契約の相手方に基本

的な業務の枠組み及び仕様を明らかにするものである。

１ 事業の趣旨・目的

ひとり親家庭の悩みや不安を持つ子どもと保護者のそれぞれが、気軽に交流し集うことがで

き、子どもの生活支援や学習支援等を実施する居場所を提供することで、精神的・経済的に不

安定な子どもの心の安定や、学習習慣の定着と生活習慣の確立を図る。

合わせて、ひとり親家庭の親への資格取得・高卒認定試験合格等に向けた学び直しの支援と

いった親の自立を促進するための取組のほか、各地域の実状に応じた子どもの貧困対策を推進

するため、情報の発信、市町村や関係機関・団体との連携、居場所や子ども食堂等の新規開拓

や開設・運営支援を行うための地域支援拠点の設置について実施する。

２ 業務の内容

(1) こどもの居場所

ア 年間を通じて、こどもの居場所を開設し、ひとり親家庭の子どもの学習習慣の定着と

生活習慣の確立に向けた各種支援を行うこと。

①生 活 支 援：あいさつ（礼儀）、入浴といった基本的な生活習慣の習得支援や生活指導

など、生活習慣の確立に向けた取組（調理実習を含めた食事の提供を含む。）

②学 習 支 援：子どもの学力に応じた個別指導など、学習習慣の定着に向けた取組

③相 談 支 援：子どもや親からの相談に応じ、悩みや不安の解消を図るとともに、子

どもの夢や希望の実現に向けて努力する方向になるような自己肯定感

を養う取組や各種支援策の情報提供

④交 流 活 動：個々の家庭では参加困難な地域の行事やイベントに参加するなど、社

会生活を営む上で必要な人との関わりを養う取組

⑤支援員研修：こどもの居場所で支援する支援員の資質の向上を図る研修

⑥地 域 連 携：地域の学校（教育委員会）や福祉団体・NPO法人等と連携し、見守り支

援やさらなる支援が必要な子どものケース会議の開催などの連携支援

活動

⑦その他の活動：参加する子どもが継続して参加したいと思えるような特徴的な取組
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休日等通年型 生活充実通年型

開設日数 年間５０日以上 年間１００日以上 年間１５０日以上

委託料限度額 １,２００千円 ４,９００千円 ６,７５０千円

（１箇所当た （消費税及び地方消費税を含む。） （消費税及び地方消費税を含む。） （消費税及び地方消費税を含む。）

りの上限額）

支援の対象者 原則として、ひとり親家庭の親と子（主に小学生とする。）及び養

育者家庭の親と子

事業の内容 上記記載の取組のうち、ア①～③については必須事業とし、ア④

（支援等の内容）～⑦については任意事業とする。

イ こどもの居場所を運営するに当たっての留意事項は、次のとおりとする。

① コーディネーター（教員OBや学生等の支援員（以下「支援員」という。）の募集・

選定・派遣調整・教材の作成等を行う者）、管理者（支援員の指導・調整、会場運営

に係る現場を統括する者）及び支援員（ひとり親家庭の福祉の向上に理解と熱意を有

すると認められる者であって、子どもに対して適切な生活支援や学習支援が行える者）

を配置し、子どもの状況が十分把握できる体制とすること。ただし、コーディネータ

ーと管理者の兼務は差し支えない。

② こどもの居場所において、食事等の提供を行う場合には、食育の観点に配慮すると

ともに、保健所の指導等に従い衛生管理等に十分配慮すること。

③ 相談支援を実施した場合は、個人情報の取り扱いに十分配意するとともに、必要に

応じ、関係機関と連携し適切な対応を図るとともに、記録すること。

④ こどもの居場所の運営に際し、必要に応じ、参加者から実費徴収することができる。

⑤ こどもの居場所を開設している間の建物・備品等の使用に関する権原は京都府に帰

属することについて同意すること。

⑥ 経費の執行に当たっては、本事業に係る経費を明確に区分し、適切な経理を行うこと。

⑦ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策のため、厚生労働省「新しい生活様式」

の実践例を参照の上、熱中症予防等も含めて子どもの安全の確保に努めること。

（ｱ）換気の悪い密閉空間、多くの人の密集、近距離（密接）での会話の３つの密を

徹底して避けること。また、参加者同士の間は対面ではなく横並びで座ること

とし、できるだけ２メートル空ける、定員のあるところでは収容定員の半分以

下の参加人数とするなど十分な空間の確保に努めること。

（ｲ）食事を提供する場合は、同時に多人数での食事を避けることとし、班制により

食事の時間や会場を分けるなどの工夫に努めること。また大皿は避けることと

し、料理に集中しておしゃべりは控えめにするよう呼びかけること。

（ｳ）頻回に流水と石けん、アルコール消毒液による手洗いを実施すること。特に、
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出勤時、外出先からの帰所時及び食事前には、30秒程度かけて水と石けんで丁

寧に手や顔を洗うよう徹底すること。

（ｴ）咳エチケットや、症状がなくてもマスクの着用等に努めること。

（ｵ）部屋の換気を頻回に行うとともに、感染者が触れる可能性が高い箇

所については、アルコール消毒液等を用いた拭き取り清掃に努めるこ

と。また、喚起確保のため室内温度が高くなるので、エアコンの温度

設定をこまめに調整すること。

（ｶ）真正面をできるだけ避けて会話するとともに、できるだけ屋外での

実施も検討すること。

（ｷ）十分な感染症予防を行いながら、のどが渇いていなくてもこまめに

水分補給を心がける、屋外で人と十分な距離が確保できる場合にはマ

スクをはずすなど、熱中症予防にも心がけること。

（ｸ）職員は出勤前に各自で体温を測定し、発熱が認められる（37.5℃以

上の発熱をいう。以下同じ。）場合には、出勤しないことを徹底する

こと。過去に発熱が認められた場合は、解熱後24時間以上が経過し、

呼吸器症状が改善傾向となるまでは同様の取扱いとする。

（ｹ）利用者について、利用前に本人・家族又は職員が本人の体温を測定

し、発熱が認められる場合には利用を断る取扱いとすること。過去に

発熱が認められた場合は、解熱後24時間以上が経過し、呼吸器症状が

改善傾向となるまでは同様の取扱いとすること。

(2) 新型コロナウイルス感染症対策支援

前記(1)⑦の新型コロナウイルス感染症対策に必要な経費について、予算の範囲内において次

に定める支援を行う。

ア 支援対象とする経費は、こどもの居場所で新型コロナウイルス感染症対策を実施するに

当たって必要な消耗品及び備品購入に要する経費とする。

イ 委託料の額は、前記(1)こどもの居場所事業の額に１箇所あたり下表の額（消費税及び地方

消費税を含む。）を上限に加算する。

休日等通年型 生活充実通年型

居場所日数 年間５０日以上 年間１００日以上 年間１５０日以上

加 算 限 度 額 35,000円 70,000円 100,000円

（１箇所当た （消費税及び地方消費税を含む。） （消費税及び地方消費税を含む。） （消費税及び地方消費税を含む。）

りの上限額）

ウ 新型コロナウイルス感染症対策支援を受ける場合の留意事項は、次のとおりとする。

① こどもの居場所を開設している間の備品等の使用に関する権原は京都府に帰属する
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ことについて同意すること。

② 経費の執行に当たっては、本加算事業に係る経費を明確に区分し、適切な経理を行うこ

と。

(3) 宿泊体験型

ア 前記(1)こどもの居場所等において集団の宿泊体験を年に２回以上行うこと。

イ 委託料の額は、前記(1)こどもの居場所事業の額に１箇所あたり10万円（消費税

及び地方消費税を含む。）を上限に加算する。

ウ 宿泊体験の実施に当たっては次の点に留意すること。

① ひとり親家庭の子どもに対して、生活習慣の確立と自立に向けた支援を行うこ

とが目的であるため、支援員と子どもが一緒に就寝や起床等の準備作業を行う

とともに、支援員は、夜間において必ず子どもに付き添うこと。特に子どもの体調

管理には十分留意すること。（保護者は支援対象とならない）

② ①に必要な支援員を適切に配置して実施体制を整えること。

③ 支援活動を実施する場合は、個人情報の取り扱いに十分配意するとともに、

必要に応じ、関係機関と連携し適切な対応を図るとともに、記録すること。

④ 必要に応じ、参加者から実費徴収することができる。

⑤ 経費の執行に当たっては、本加算事業に係る経費を明確に区分し、適切な経

理を行うこと。

(4) 朝食提供型

ア 前記(1)こどもの居場所において朝食の提供を年に10日以上行うこと。

イ 委託料の額は、前記(1)こどもの居場所事業の額に１箇所あたり20万円（消費税

及び地方消費税を含む。）を上限に加算する。

ウ 朝食提供の実施に当たっては次の点に留意すること。

① ひとり親家庭の子どもに対して、生活習慣の確立と自立に向けた支援を行うこ

とが目的であるため、原則として調理員、支援員と子どもが一緒に調理や配膳、

片付け等の作業をすること。（保護者は支援対象とならない）

② 朝食提供に必要な調理員や支援員を適切に配置して実施体制を整えること。

③ 食育の観点に配慮するとともに、保健所の指導等に従い衛生管理等に十分

配慮すること。

④ 支援活動を実施する場合は、個人情報の取り扱いに十分配意するとともに、

必要に応じ、関係機関と連携し適切な対応を図るとともに、記録すること。

⑤ 必要に応じ、参加者から実費徴収することができる。

⑥ 経費の執行に当たっては、本加算事業に係る経費を明確に区分し、適切

な経理を行うこと。
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(5) 送迎型

ア 前記(1)こどもの居場所において、居場所と居場所に参加する児童が集まる学

校等又は居場所と居場所に参加する児童の居宅間の送迎を原則、こどもの居場

所の全開催日に行うこと（居場所と学校又は居場所と子どもの居宅間が概ね２キロ

メートル以上の場合に限る）。

イ 委託料の額は、前記(1)こどもの居場所事業の額に１箇所あたり下表の額（消費

税及び地方消費税を含む。）を上限に加算する。

休日等通年型 生活充実通年型

居場所日数 年間５０日以上 年間１００日以上 年間１５０日以上

加算限度額 １００千円 ２００千円 ３００千円

（１箇所当た （消費税及び地方消費税を含む。） （消費税及び地方消費税を含む。） （消費税及び地方消費税を含む。）

りの上限額）

ウ 送迎の実施に当たっては次の点に留意すること。

① ひとり親家庭の子どもに対して、学校等から居場所又は居場所から子どもの

居宅間を車による送迎を行うこと。

② 送迎に必要な支援員を適切に配置して実施体制を整えること。

③ 安全に十分配慮するとともに、自動車の任意保険に必ず加入し、万が一事故

等が発生した場合は当該保険で対応すること。

④ 参加者から送迎に係る費用を徴収しないこと。

⑤ 個人情報の取り扱いに十分配意するとともに、必要に応じ、関係機関と連携し

適切な対応を図るとともに、記録すること。

⑥ 経費の執行に当たっては、本加算事業に係る経費を明確に区分し、適切

な経理を行うこと。

(6) 親の学び直し等の支援

ア ひとり親家庭の生活向上を図るため、こどもの居場所を活用し、学び直し等の支援

を行うこと。①～③のいずれかひとつ以上を必須事業とすること。

①相 談 支 援：ひとり親家庭の親から育児や家事、生活一般に係る相談等に応じ、

必要な助言・指導や各種支援策の情報提供

②資質向上支援：資格取得に向けた学習、家計管理、子どもの躾・育児や養育費の取

得手続等に関する講習会の開催や個別相談

③学び直し支援：高等学校卒業程度認定試験の合格に向けた学習支援

イ 委託料の額は、前記(1)こどもの居場所事業の額に１箇所あたり３０万円（消費税及

び地方消費税を含む。）を上限に加算する。

ウ 親の学び直し等の支援に当たっての留意事項は、次のとおりとする。
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① 相談支援を実施した場合は、個人情報の取り扱いに十分配意するとともに、必要に

応じ、関係機関と連携し適切な対応を図るとともに、記録すること。

② 資格取得や高等学校卒業程度認定試験合格に向けた学習支援に当たっては、個々の

ニーズにあった支援員を配置するなど、ひとり親家庭の親の自立促進に繋がるような

支援に努めること。

③ 経費の執行に当たっては、本事業に係る経費を明確に区分し、適切な経理を行うこ

と。

(7) こどもの居場所の開設準備

こどもの居場所を開設するため、必要な建物改修や備品の購入等を行う場合については、

前記こどもの居場所事業の提案を行うこと。この上で、居場所設置に必要と判断された場合

には、予算の範囲内において次に定める支援を行う。

ア 支援対象とする経費は、こどもの居場所を開設するに当たって、あらかじめ必要な既存

建物の改修に要する経費や備品購入に要する経費及び事業開始前に支払う必要がある

礼金・賃貸料（実施前１箇月分）とする。

イ 支援する額は、建物改修費及び備品購入費の合計額が１,２００千円（消費税及び地方

消費税を含む。）以内の額とし、礼金及び賃借料（実施前１箇月分）の合計額が３００千

円（消費税及び地方消費税を含む。）以内の額とする。

ウ こどもの居場所の開設支援を受ける場合の留意事項は、次のとおりとする。

① こどもの居場所を開設している間の建物・備品等の使用に関する権原は京都府に帰属

することについて同意すること。

② 対象事業は、こどもの居場所づくり事業運営業務開始までに完了すること。

③ 経費の執行に当たっては、本事業に係る経費を明確に区分し、適切な経理を行うこと。

(8) 地域支援拠点

ア 各地域の実状に応じた子どもの貧困対策を推進するため、本事業（生活充実通年型）の

受託団体のうち、現行の居場所づくり事業委託に加えて、地域の核となる拠点となるため、

次の各種支援を行うこと。この上で、拠点運営に必要と判断された場合には、予算の範囲

内において次に定める支援を行う。

①情報の発信

こどもの居場所づくり事業や域内の子ども食堂の取組内容について、地域の関心のあ

る方（大学生、教員ＯＢ、自治会役員等）に対して広く情報を発信する。（法人のホー

ムページに掲載、活動内容に係る広報紙の作成及び地域への配布）

②市町村や関係機関・団体との連携

①の情報発信による呼びかけにより、学校関係者、市町村社会福祉協議会、民生児童

委員、地域で関心のある方等を集めて交流会等を開催する。（例：地域行事の機会を活
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用した意見交換会の実施、自らの主催によるワークショップ開催）

また、域内で京都府や市町村が実施する子どもの貧困対策に係る事業やきょうとこど

もの城づくり・地域ネットワーク会議へ参加する。

③居場所、子ども食堂、サポーター活動（以下「子ども食堂等」と言う。）の新規開拓や

開設・運営支援（以下のいずれかを実施）

・①の情報発信により、新たに子ども食堂等を始めようとする方の相談を受け付ける。

・新たに子ども食堂等を始めようとする方に対してアウトリーチによる開設準備支援を

行う。

・新たに子ども食堂等を始めようとする方を対象とした研修を開催する。

・既設の子ども食堂等の支援員のスキルアップのための研修を開催する。

④他の子ども食堂等の支援員の派遣受入れ

他の子ども食堂等から希望があった場合、支援員等の派遣を受入れ、業務の補助を行

いながら居場所事業の内容を体験させることにより実務のノウハウを習得させる。

イ 実施にあたっては、以下の事項に留意すること。

①居場所、子ども食堂、サポーター活動の推進員（非常勤職員１名）を配置し、前記の業

務を行える体制とすること。ただし、推進員は、専任であることを要しない。

②支援活動を実施する場合は、個人情報の取り扱いに十分配慮するとともに、必要に応じ、

関係機関と連携し適切な対応を図るとともに、記録すること。

③経費の執行に当たっては、本事業に係る経費を明確に区分し、適切な経理を行うこと。

ウ 委託料の額は、前記(1)こどもの居場所事業の額に１箇所あたり１，５００千円（消費

税及び地方消費税を含む。）を上限に加算する。

３ その他

(1) 契約書及び仕様書に定めのない事項や細部の事業内容については、京都府と協議して

決定する。

(2) 個人情報の保護

受託者は、本業務を履行する上で、個人情報を取り扱う場合には、京都府個人情報保護条

例及び別添委託契約書第18条の２「個人情報の保護」を遵守すること。


